
令和８年１月２８日（水）

№ 資料名 該当項目 質問内容 回　答

1 －
訓練を欠席した際
の提出書類の取
り扱いについて

病院を受診せず市販薬で自宅療養する
ケースも増加していると思うが、そういった
場合の欠席はどのように扱われるのか検討
状況でも構わないのでお示しいただきた
い。

技術専門校では欠課届に市販薬購入の領
収書が添付されていた場合も書類を受け付
けていますが、雇用保険の基本手当や求職
者支援制度の職業訓練受講給付金等の各
制度において、当該書類が疾病等の証拠
書類として認められるか否かはハローワー
クが判断することになります。
なお、委託費の支払いにおいて、インフルエ
ンザ等の感染症により出席停止等になった
場合の欠席は算定対象から除外しますが、
国実施要領において、感染したことの確認
は、医師又は担当医療関係者の証明書等
の証拠書類（処方箋、診療明細、領収書等
を含む。）により行うこととなっており、市販
薬購入の領収書を証拠書類とみなすことは
できません。

2

企画提案募集要領
別紙３

離職者等再就職訓
練計画（第１回企画
提案対象コース）

－
eラーニングコースについて、第1回目は実
施がなく、今後募集が開始されるということ
でよいでしょうか。

お見込みのとおりです。訓練生募集開始時
期に応じて、３回に分けて企画提案を募集
する予定としており、訓練生の募集開始時
期が８月上旬から１１月下旬までのコース
は、第２回の企画提案募集の対象となりま
す。年間計画を併せて御確認ください。

3 企画提案募集要領
９　応募の手続き
（３）資格審査の要

件

令和８年度の参加資格の審査は今回限りで
しょうか。次回の公募の際に申請することは
可能でしょうか。

参加資格審査は年１回の実施予定としてい
るため、第２回以降の企画提案に応募する
ことを検討している場合も、今回の期間中に
申請手続きを行ってください。

4

実施要項
令和８年度委託訓
練経費の支払いに

ついて

２　訓練実施経費
（1）ア（イ）

昨今の物価上昇に伴い委託費を上げる必
要があると思われます。引き続き国への働
きかけをお願いいたします。

御要望については引き続き国に要望してま
いります。委託先（訓練実施機関）からも厚
生労働省ウェブサイト（ハロートレーニング
ページ）に御意見・御要望として提案してく
ださるようお願いいたします。

5

実施要項
令和８年度委託訓
練経費の支払いに

ついて

４　訓練修了後の
実績に応じて支払

う経費（1）エ

65歳以上の受講生が増えているなか就職
率について厳しい状況（賃金上昇による採
用手控え等）が続いております。「求職者支
援訓練」は65歳以上の方を除外しておりま
すが公共訓練も同様の制度を検討してほし
い。引き続き国への働きかけをお願いいた
します。

御要望については引き続き国に要望してま
いります。委託先（訓練実施機関）からも厚
生労働省ウェブサイト（ハロートレーニング
ページ）に御意見・御要望として提案してく
ださるようお願いいたします。
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6

実施要項
令和８年度委託訓
練経費の支払いに

ついて

４　訓練修了後の
実績に応じて支払

う経費（1）エ②

就職先が自治体の場合、雇用期限が3/31
迄となり4ケ月以上の雇用にならないケース
が多くなっている。自治体が雇用保険適用
事業者に該当するのであれば「求職者支援
訓練」と同じく期間に関係なく雇用保険適用
就職率として就職支援経費の要件を緩和し
てほしい。引き続き国への働きかけをお願
いいたします。

御要望については引き続き国に要望してま
いります。委託先（訓練実施機関）からも厚
生労働省ウェブサイト（ハロートレーニング
ページ）に御意見・御要望として提案してく
ださるようお願いいたします。

7

実施要項
令和８年度委託訓
練経費の支払いに

ついて

４　訓練修了後の
実績に応じて支払

う経費（1）エ②

有期雇用契約の雇用期限が3か月となって
いる場合、雇用契約を更新することがある
旨を記載されている場合は4ヶ月以上の雇
用として認めて頂きたい。この間は雇用保
険・健康保険・厚生年金も加入となっている
ため期間に関係なく雇用保険適用就職率と
して就職支援経費の要件を緩和してほし
い。引き続き国への働きかけをお願いいた
します。

提出された労働条件通知書や雇用契約書
の記載内容により確認を行うことから、「契
約を更新することがある」旨の記載をもって
対象就職者とみなすことは困難です。

8

実施要項
令和８年度委託訓
練経費の支払いに

ついて

４　訓練修了後の
実績に応じて支払

う経費（1）エ②

就職の際に試用期間がある場合、労働条
件通知書に記載される契約期間が事業所
により異なる。例えば、求人票の内容が「契
約期間1年、契約更新の可能性あり、試用
期間3か月」の場合に、労働条件通知書が
「契約期間3か月、契約更新の可能性あり」
となっているケースがあった。同じ条件で就
職したにもかかわらず労働条件通知書の記
載が事業所によって様々であるため、就職
支援経費の支給に公平性がないことから、
改善してほしい。引き続き国への働きかけ
をお願いいたします。

提出された労働条件通知書や雇用契約書
の記載内容により確認を行うことから、「契
約更新更新の可能性がある」旨の記載を
もって対象就職者とみなすことは困難です。

9
令和８年度
委託訓練

カリキュラム【標準】

P.20
「大型自動車一種
運転業務従事者

育成科」カリキュラ
ム

訓練総時間118時間のうち学科と実技を何
時間ずつ設定しないといけない等の決まり
はありますか。

学科と実技の区分毎の時間数の下限はあ
りません。標準カリキュラムを参考に仕様書
の要件を満たす訓練カリキュラムを作成し
てください。

10
令和８年度
委託訓練

カリキュラム【標準】

P.20
「大型自動車一種
運転業務従事者

育成科」カリキュラ
ム

「総訓練時間の80％を受講」とありますが、
学科と実技それぞれでも80％を受講してい
ないといけないのでしょうか。

大型自動車一種運転業務従事者育成コー
スについては、学科・実技の区別なく、総訓
練設定時間の８０％以上を受講することが
修了要件の一つとなります。

11

令和8年度離職者
当再就職訓練業務
（第1回）企画提案

募集要領

9.応募の手続き
（企画提案書の作

成・提出）

「訓練実施施設の紹介パンフレット」と記載
がありますが、施設パンフレットの内容・形
式についてご教示ください。また、現在パン
フレットがないため、チラシ等の資料での提
出が可能かも併せて確認したいです。

訓練実施施設の概要が分かるものであれ
ば形式は問いません。パンフレットを作成し
ていない場合は、訓練コースのチラシや自
社のウェブサイトをプリントアウトした資料等
を提出してください。
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12 実施要項
７　就職支援責任

者の設置（２）

「就職支援責任者はキャリアコンサルタント
またはキャリアコンサルティング技能士又は
職業能力開発促進法第28条第1項に規定
する職業訓練指導員免許を保有するもので
あることが望ましく・・・」とありますが、どうし
ても資格保有者が、訓練実施日数のうち
50％以上実施施設にて全日業務を行うこと
ができない場合、ほかの就職支援担当者や
事務担当者、または講師などで代替するこ
とは可能でしょうか。

就職支援責任者は、訓練実施日数のうち５
０％以上の日数は当該訓練実施施設にて
業務を行う必要がありますが、有資格者で
あることは必須要件ではありませんので、
規定の日数の勤務が可能な方を就職支援
責任者としてください。

13
委託契約書（案）

個人情報取扱特記
事項

（返還、廃棄又は
消去）

第13　４

「・・・この契約又は法令に基づき保存する
義務を負う場合は、当該義務を履行するた
めに必要な範囲及び期間に限り、・・・」と
は、具体的に、どのような法令、義務、範
囲、期間を指すのでしょうか。どのような場
合が該当すると考えられますか。

本委託契約においては、受託業務の終了
の日の属する年度の終了後５年間、又は現
に監査等における対象となっている場合に
おいては、当該監査等が終了するまでの間
のいずれか遅い日までの間、関係書類を整
備・保管することを求めています。
また、「法令に基づき保存する義務を負う場
合」は、会社法や税法において帳簿や契約
書等の関係書類の保管義務があることを想
定している記載です。この場合、保管する個
人情報は必要最小限としてください。

14
委託契約書（案）

個人情報取扱特記
事項

（返還、廃棄又は
消去）
第13

委託訓練に関して知り得た個人情報をすべ
て返還、廃棄、消去してしまった場合、訓練
実施機関には何も記録が残らないことにな
ります。例えば、数年後、訓練生や技術校
等より訓練の内容や資格取得状況など問い
合わせがあった場合に対応できないことに
なりますが、いかがでしょうか。
どのように対応すればよろしいでしょうか。

資格取得状況について受講生から問い合
わせがあった場合は、資格の主催団体を案
内することで対応してください。それが困難
であることが想定される場合は、受講生か
ら書面により同意を得た上で直接資格情報
等を取得することで対応してください。

15
委託契約書（案）

個人情報取扱特記
事項

（返還、廃棄又は
消去）

第13　８

「データ消去用ソフトウェア等」とはどのよう
なものを指すのでしょうか。

データを復元できない形で消去するソフト
（（商用ソフトの例）Blancco, ターミネータ）を
指します。

16 企画提案書様式
様式１－１
様式２－１

訓練実施機関の所在地のビル名が、2026
年4月1日より変更予定です。企画提案書を
提出する時は、現在のビル名で提出するの
でしょうか。訓練実施時のビル名で提出す
るのでしょうか。

提出時のビル名を記載し、括弧内に変更後
の名称を併記してください。
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